
�　�01�.3　vol.36　季刊 会計基準

はじめに

　年頭にあたり、皆様に謹んでご挨拶を申し上
げます。
　昨年は、東日本大震災、欧州金融危機等、外
部環境の悪化により、我が国経済も引き続き厳
しい 1 年でありました。東日本大震災で被災さ
れた皆様には、心よりお見舞い申し上げます。
　会計の世界においても、昨年は様々な重要な
動きがありました。国内においては、金融庁の
企業会計審議会において国際財務報告基準

（IFRS）の適用のあり方が引き続き議論されて
おり、また、海外においても、昨年 7 月に、10
年間、国際会計基準審議会（IASB）をリード
してきた David Tweedie 議長が退任されると
ともに、Hans Hoogervorst 議長が就任され、
新たな節目を迎えています。
　このような中、本年は、金融庁の企業会計審
議会で審議されている IFRS の適用のあり方に
ついては、結論に向け議論が深みを増していく
と考えられ、また、海外においては、米国証券
取引委員会（SEC）が米国における IFRS の組
込みのあり方について、何らかの決定を行うと
考えられるなど、引き続き、重要な年になると

思われます。
　このような中、我が国の会計制度の発展に寄
与すべく活動を行っている公益財団法人 財務
会計基準機構では、市場関係者の期待に応える
べく、本年も様々な課題に取り組んでいく所存
であります。

我が国の会計基準に関する取組み

　当財団内には、我が国の会計基準の開発を行
う企業会計基準委員会（ASBJ）が設置されて
います。当財団及び ASBJ ともに昨年設立 10
周年を迎え、民間における会計基準の設定とい
う取組みも、資本市場の信任を得ているものと
思われます。
　ASBJ の基準開発にあたっては、独立性をも
って審議を行うとともに、市場関係者の意見を
幅広く聴取し集約していくことが重要と考えて
います。
　ASBJ 委員の選任及び活動のモニタリングに
ついては、当財団の理事会が担っていますが、
この活動をさらに強化するために、昨年 11 月
に、ASBJ の委員の理事会への推薦と在任中の
評価を行う「委員推薦・評価委員会」と ASBJ
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のデュー・プロセスが適切に機能しているかを
監督する「適正手続監督委員会」を設けまし
た。また、昨年 12 月には、ASBJ の意見集約
機能を高めるために、ASBJ の委員を 1 名増員
しています。
　さらに、当財団では、ASBJ の意見集約をバ
ックアップするために、一昨年 10 月から昨年
4 月にかけ当財団内に「単体財務諸表に関する
検討会議」を設置し審議を行い、昨年 4 月に報
告書を公表しています。また、IASB が昨年実
施したアジェンダ・コンサルテーションについ
て、我が国の各関係者が可能な限り整合性のと
れた意見発信を行うことによって IASB に対す
る我が国の発信力を高めるために、金融庁とと
もに「アジェンダ・コンサルテーションに関す
る協議会」を設け、関係者と議論を行いまし
た。
　本年も、引き続き、市場関係者の意見を適
時、適切に反映することにより、資本市場の発
展に寄与すべく、積極的に活動を行っていく所
存であります。

国際対応

　当財団及び ASBJ の重要な役割としては、
ASBJ が行う会計基準の開発とともに、会計基
準に関する国際対応があげられます。
　IASB との関係においては、まずは交渉当事
者となる ASBJ が発信力を高めていくことが重
要となりますが、当財団においても、これまで
ASBJ の国際対応のサポートのほか、IASB の
サテライト・オフィスの東京への誘致やアジ
ア・オセアニア諸国との交流等の活動を行って
きています。IASB のサテライト・オフィスに
ついては、数年にわたる関係者の誘致活動が実
を結び、本年秋に開設の運びとなりました。

　これらの国際対応活動の成否については、当
財団や ASBJ の組織力が重要な要素となります
が、それとともに活動に参加する個々人の力量
が重要となります。これまで、我が国からは、
IFRS 財団評議員（2 名）、IASB 理事、IFRS
諮問会議委員（2 名）、IFRS 解釈指針委員会委
員、世界作成者フォーラム委員（2 名）、資本
市場諮問委員会委員など、多くの人材を輩出し
てきています。これらの活動は、作成者、利用
者を中心にご協力いただいていますが、IASB
理事を除き、非常勤の活動であり、本職とは別
に貴重な時間を割いていただいており、また、
出身母体の企業等にも様々なご負担をお願いし
ております。
　これらの方々に海外において能力を発揮して
いただくためには、国内における十分なサポー
トが必要となり、当財団においては、今後もさ
らにサポートを強化していく所存であります。
また、今後とも、これらの活動を強化していく
ためには、5 年後、10 年後を見据えた人材開発
が重要となり、昨年、当財団内に「人材開発タ
スクフォース」を立ち上げ、本年から人材育成
活動を本格化しております。

おわりに

　我が国経済が置かれている状況は引き続き厳
しいものがありますが、経済の活性化を図るた
めには、資本市場の活性化を図る必要があり、
資本市場のインフラである会計基準の設定は、
今後、さらに重要性を増していくものと考えら
れます。当財団では、引き続き、市場関係者の
信頼を得るべく活動を行っていく所存でありま
す。皆様のご支援・ご協力を賜りますようお願
い申し上げます。


